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国家独占資本主義と独占価格

惇上池

慢性的不況と国家独占資本主義

国家独占資本主義についての新しい業績が発表された。大間知啓輔氏の「国

家独占資本主義論」的がそれである。本書の著者は，独占の高度化と管理価格の

形成を手がかり lこ現代における資本の一般法則の特殊なあらわれを追求して，

資本過剰(貨幣形態であれ，遊休設備形態であれ， 商品形態ー在庫などであれ)処理

資本の過剰と労働力の過剰の慢性的存在に着目し，資本循とりわけ，の困難，

環のかかる困難を I国家が補強」する体制としての国家独占資本主義(貨幣資

ヌドの側面からは管理通貨制度，資本輸出の面では IMF体制，商品資本ω過剰の面では

経済の軍事化，独占体における遊休設備の側面からは財政投融資と国営企業j 労働力市場

労働力的過剰』対しては労樹政策)を考察している。かかる「国家の補強」が，

金融資本への権力の集中，民主主義の否定へと導〈ことはいうまでもない。

氏によれば， i国家独占資本主義とは，世界史的に社会主義に移行した段階

において， 1929年大恐慌にはじまる体制的危機に対処するため，管理通貨制を

利用しながら，資本の循環を補強し，剰余価値の生産と実現とをうながしてい

るような特殊な発展段階にある独占資本主義である。J" (傍点は大間知氏)この

定義で，管理通貨制が強調されているわけはおそら〈資本の循環を補強する一

切の装置の大前提として管毘通貨制の問題が注目されているからである。

資本循環の一定の困難，独占体についていえば，その経営上の危機，過剰資

本処理の困難， もっと端的には剰余価値の実現の困難壱「国家の介入」の重要

な原因と考える国家独占資本主義論は，大間知氏のこの著作が最初のものでは

大間知啓輔， r国家独占資本主義論」ミネノレヴァ書房 1969年6月刊。
向上， 228~ージ。

1) 

2) 
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ない。

「日本国家独占資本主義論」において，利潤率の傾向例えば手島正毅氏は，

とし、う点ま

国家の経済への介入を説かれてき

的低落の法則， (したがって，平均的な利潤率では拡大再生産が不可能だ，

での利j閏率の低下)を克服する方法として，

fこ"。

ツィ γ ヤンク流のいわゆるこのような立場からの国家独占資本主義論が，

「社会化」論や，大内力氏に代表される「危機意識Jの産物としての労働力商

品の再生産のための国家の経済への介入論にくらベて，積極的な側面をもっこ

とは否定できない事実である。例えば犬間知氏はつぎのように主張され<So

「独占的要素が成長し資木主義の再生産がし、きづまり，体制的な危機におち

いり，資本主義的生産関係が生産カの発展にとって怪桔となったことが明白と

こうした生産関係を国家によって補強しているのが国家独占資本主義

である。歴史的地位をみれば，国家独占資本主義は，生産力の発展にとって極

桔と化した資本主義的生産関係を国家権力をもって強力に維持しようとしてい

る反動的反革命的体制である。

なった。

生産力と生産関

国家独占資本主義という反

ツィーシャンクは，

係の矛盾は『不断に解決されねばならぬ」といい，

動的体制を生産力の発展に「適応」した生産関係としてとらえる。ツィ -yャ

Yクは，国家独占資本主義の矛盾をみないで適応性をみ，国家独占資本主義の

反動性をみないで進歩性をみている。J"

ところ古九

「資結論は予言全に正しいものと思われる。この引用は最初の一行を除けば，

本主義の内部で生産関係と生産力との矛盾が不断に解決されるのであれば，資

本主義的生産関係が社会主義的生産関係に転換する必然性はなくなる。J"

「独占的要素が成長し資本主義の再生産がし、きづまり」とし寸冒頭の

表現は，大間知A<の国家独占資本主義論の特徴を端的に示しているとともに，

だが，

独占価格の設定が資本主義的再生産に及ぼす反作用から，剰余価値実現の困難

「国家独占資本主義論」有斐閣， 1965年j 弗 l章を事用せよ。

手島E毅 「日本国家独占資本主義論」有豊岡， 1%6年。
大間知氏，前掲書。
向上，および，池上惇j
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壱説き，資本循環を円滑ならしめるものとしての国家の介入を説くという理論

の問題点をも同時に示唆しているように思われる。

手島教授が，利潤率の傾向的低下とそれに対する阻止要因として国家の介入

壱把握したのに対して，大間知氏は，独占の高度化と管理価格の形成から必然

的に生まれでる「資本過剰を慢性化するメカユズム」を説明し，資本過剰の慢

性化に対して，資本循環を円滑ならしめるものとして国家の介入を説明した。

ここに大間知氏の国家独占資本主義の基本的な特徴があるとともに，その問

題点をも浮き彫りにされるゆえんがある。

従来，国家独占資本主義の研究史において，独占利潤法則と，国家独占の発

展との関係はつねに意識されながら，しかも十分な展開がおこなわれてきた t

はいいがたい。その最大の理由は，国家独占資本主義の発展の不可避性を説明

するにあたって，独占未1j1閏率の傾向的低下なり，慢件的な資本渦剰なり壱国家

の経済への介入の必然性を説く場合に利用すると説明そのものは比較的簡単で

あり，わかり易いかわりに，非常に厄介な理論的難点が生じてくるからではな

いか， と思われる。

第一に，資本主義的国家そのものは，上部構造であり，本来，資本主義的再

生産は，上部構造からの介入なしにでも，それ自身が，市場をつくりだして発

展するという法則性がある九この法則は，恐慌，景気循環を通じて貫徹される

ことはもちろんであるが，資本主義的再生産がそれ自体としてこわれた時計の

ように動かなくなる，というととはありえない。もし，政治的』二部構造である

国家の介入なしには再生産が円滑にすすまないような資本主義を構想するなら

ば，それは，かつて，資本主義の発生期に，市場の狭隆さと慢性的な過剰生産亘

の存在から，資本主義そのものの国内市場形成による発展の可能性を否定した

γ 凡モンディ， ロンアのナロードユキなどと同じ誤りを繰り返すことにならな

6) とくにこの問題は，いわゆる市場理論の発展過程で，資本主義の国内市場の発展はl 主として
生産手段市場の発展に位存しており a 消費手段の発展はそれについて発展してゆくとし、う帝で定

式化されている。 (vーニン fC、わゆる市場問題について」をはじめ一連の市場問題に関する論
文を参照〕。
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いかη， ということである。経済学説史家がふつう小ブルジョア経済学の系譜

とよぶこれらの経済思想は，資本主義的再生産のゆきづまりが，資本主義その

ものの避けられない運命とみて，外国市場や，国家の政策にその救済策を求め

ようとした。資本主義の発生期において，一見困難に見えた市場の発展は，そ

れ以後の資本主義の発展によって，資本主義はそれ自身の力で市場問題を解決

したという己とによって，この学説は大きく後退したようにみえたへ

だが， 20世紀の 20年代，第1次大戦後から，瀕発した大恐慌によって， と

くに 1929年の犬恐慌によって， 資本主義的再生産は再び， ぞれ自身の力によ

りては，発展しえなくなったかのように思われ，その原閃を追求しつつ国家の

政策に頼って恐慌を克服するとととそ現代的な経済の特徴であるとする考え方

が著し〈力を得てきた。 コノレムめ， ケインズ， ハ YセY らの近代経済学者はい

うまでもなく，社会主義国の成立による資本主義の市場縮少から，資本主義体

制の危機と経済の軍事化を説いたスターリν叫をはじめ，社会主義諸国の経済

学者たちもこの点は同様である。

しかも，資本主義の発生期には，むしろ後退してし、ったとすらいわれた国家

の経済への介入が，今回はますます増大していったのであるから，理由を何に

求めるにせよ，資本主義的再生産のゆきづまりから国家の介入を説く学説は，

いよいよ説得力をもっているかに見えてきた町。

しかし，よく考えてみると，資本主義が資本主義である限り，そう簡単にそ

の一般法則(この場合には，恐慌壱通じてではあるが，資本主義の発展それ自体が市場

の発展をもたらすという法則)がなくなってしまうわけではないのであるから，

7) レーニソ， r睦情学的ロマソ主義の韓徴づけによせて」全集 第1巻所収。
8) だかすj 同じあやまりは，帝国主義段階への移行期にローザ ルクセンプルグが資本主義の市場
における剰余価値異現の不可能とし寸主張，小生産の血奪によってのみ資本主義は発展しうると
いう主張を生みだした。(ロ ザ ノレクセゾプノレグ， r資本蓄積論J(長谷部他訳)青木書庖).
9) 池上悼， r固京独占資本主義論」有斐閣， 1965年 第四章参聞の
10) スターリソ 「ソ連における社会主義の若干の理論問題によせて」スタ リン戦後著作集所収。
11) この点は n ザが帝国主義段階への移行と植民抽への資本輸出とし、う現象と j 剰余価値串
実現の困難a 再生産のゆきづまりと小生産の収奪という理備を結びつけ 一定の説得力をもっに
のと類似の現象がみられる。
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この市場発展の法則を認めた上で，したがって長期的にみると，大恐f慌があっ

ても資本主義はそれ自身の力で市場を拡大して発展してゆくという法則壱みと

めた上で，しかもなお，国家の経済への介入の増大の可避性を説明しなければ

ならないのではなし叶3との疑問がででもやむを得ない， と思われる。

いわゆる長期停滞論や，慢性不況論が 1960年代の経済発展過程で根本的に再

検討を迫られたのはいまにはじまったことではなし、。ぞれだけに，市場理論の

科学的結論をふまえた上での国家独占資本主義論の展開はなお一層閃難であっ

主ことし、える 1ゴろうの

この理論上の困難に対して，従来の国家独占資本主義論は，つぎのようにい

くつかの態度をとった。

(1) 国家そのものがもともと，政治的上部構造ではなくて，それとは区別さ

れた生産関係であるから，国家と資本主義的再生産とは，資本主義の発生以来，

結びついていた。(井汲卓ー，今井則義，ほか) この学説は，国家そのものを

生産関係=土台とみることによって国家論そのものの修正をはかった問。

(2) 資本主義の研究の次元を原理論，段階論，現状分析の三段階にわけ，原

理論が純粋な形であらわれる，すなわち，資本主義の発展において市場の形成

がおこなわれるという原理論上の法則が純粋にあらわれるのは，資本主義発展

の|産莱資本主義」段階のみであり， I帝国主義段階J I全般的危機」の時代

には， ιの法則は純粋な形であらわれず各凪資本主義の個性，類型によって，

不純な形式でしかあらわれない。例えば 1929年のよ恐慌によって， 資本主義

の恐慌からの自動回復力は原理的にはうしなわれていないのに，政治家たちが

あたかも白動回復力を喪失したかのように思い込んで，恐慌対策をうちだした

結果，国家の介入は拡大したのである明。(宇野学派，とくに大内教授〕 この

学説は，経済法則と政策の機械的な分離壱主張し，法則に対する侵害としての

人間主体の位置づけを根底におく点で唯物論的な法則観に対する修正をはかつ

12) 池上惇，前掲書j 第 1章。

13) 大内力. r日本経樟論」よj 東大出版， 1962年， 238-258へージ。
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たH)。唯物論によれば，経済政策は，経済法則の階級的な対立への反映であり，

経済法則の生みだす階級的利害の敵対的対立の表現であったからである。

これら二つの立場は，唯物論的な国家論，経済政策観を排斥し，修正するこ

とによって，はじめて自己の立場壱主張しえたのであるが，このような修正へ

と飛躍する前に，唯物論的な困家論や経済政策観を継承した上で，しかもなお，

資木主義的市場の発展の法則1::.困家の経済への介入の拡犬の関連壱首尾一貫

して説明できないものかどうかを検討することが非常に重要な問題となろう。

この検討の基本的方向を私は階級関係，階級対立と経済危機，政治危機の関連

を追求することによって果たそうと試みた。いわば，国家独占資本主義の必然

性壱資本主義的再生産のゆきづまりの結果としてではなく，資本主義的再生産

に不可避的にともなう陪級関係の拡大再生産の結果に求めうるのではないか P

この問題を具体的にあきらかにするためにかりに前者の立場を「再生産ゆき

づまり論J. 後者の立場を「階級関係拡大再生産論Jと名づけて， とくに前者

が，再生産の行きづまりをどのような理論によって説明しているか，そして，

その理論の基礎にある事実を検討してみると，実は「階級関係拡大再生産論」

に軍配があがるのではないか， という疑問を提出してみたいと思う。そして，

それが，国家独占資本主義の本質問とどうかかわっているかを考察しよう。

:u: r再生産ゆきづまり論」の根拠

大間知氏が先の著書で展開されている「再生産ゆきづまり論Jの構造はつぎ

のようなものであるo

「独占が高度化した結果，資本過剰を慢性的にするメヵーズムができあがっ

独占的産業では，設備は巨大であり，その操業を高めれば，供給量は巨大と

なり，価格はおち矛11潤はおちる。単位生産物あたりのコストは低下するが，価

14) 宇野弘蔵. r経済学方法論」東大出版における理論と実践の関悟に関する展開をみよ。
15) 池上惇. r日本の国家独占資本主義JI9士社，第1章書照。
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格がコ λ トよりも犬きくおちるので利潤はおちる。そこで価格を一定水準に維

持するために操業度をおとして供給を調整する。だから，独占的企業では独占

利潤を維持するために恒常的に過剰設備(過剰な生産資本)をもっている。」

「独占的大企業は独占価格を維持し，高い独占利潤をかくとくする。だから

内部資金は豊富である。ぞれでいて控資制限傾向壱色つから，貨幣資本の過剰

は恒常的となる。投資は外部資金によらず，内部資金で足りるようにもなる。

いわゆる自己金融がおこなわれる。労働力も過剰となる。投資と生産とが制限

され，雇用が制限されるからだ。こうして独占が高度化すると，資金.設備.

労(働動力が慢性的に過弟剰lふくみとなるc-J16

この説明では，資本過剰0)慢性化が，独占の高度化に基礎壱おく独占価格の

決定様式によって不可避的なものとなるかのように理解される。

だが，独占価格の決定様式が不可避的に生産設備の遊休，貨幣資本の過剰，

労働力の過剰をもたらすと説くことはすくなくとも理論的には不可能であると

思われる。

大間知氏は，同書の注でいう。

「マノレクエは，商品の過剰についてこう述べている， r市場は，以前の市場
価絡では吸収できなかった商品量でも価格が下落しつワあれば，生産価格以下

に下落しつつあれば，吸収できる。商品の過剰はつねに相対的である。すなわ

ち，一定の価格では過剰なのである。Jl(マルクス「剰余価値学説史J..) 設備

過剰も相対的である。生産価格以下でしか売れぬ商品を生産するほど設備が過

剰なのである。

独占資本主義段階ではこうした一般論は変容壱うける。(傍点は引用者〕

独占資本にとっては，生産価格をうわまわる独占価格では市場が吸収できな

い商品が過剰なのである。設備面からみると，独占価格で市場に吸収でき白ほ

ど商品を生産できる設備が過剰となる。独占価格を維持するのに過剰な設備が

独占資本にとって過剰設備なのである。f

16) 大間知氏，前掲書.18ベ←ジ。
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ここでのマルクスの引用は，あきらかに一定価格での相対的に過剰な商品の存

在を前提して，価格の引下げによる相対的過剰の解消の可能性を論じているの

であって，一定価格水準で相対的に過剰な商品の慢性的存在そのものの説明に

これを転用することはできない。いわば，乙のマノレク見の理論を現代的に応用

するのであれば，恐慌による商品の過剰を前提したトで，独山価格のために価

格引下げの可能性のないところから，資本の過剰が，独占段階以前よりも激烈

で，長期にわたって恐慌壱深化させることの証明には適用できるであろう。し

かし，同時に，この恐慌期の資本の過剰が，景気回復期における急速な，飛躍

的な経済発展の前提をつくるであろうから，恐慌と好況を含む長期の発展局面

として，独占価格の支配する資本主義を想定したばあい，独占価格による資本

町慢性的過剰化を独占の高度化と結びつけて説くことは困難だと思われる。

長期的に独占価格と資本の過剰との関連を説くためには，商品の過剰を前提

とした上での独占価格の役割ではなく，恐慌そのものの原因であるところの企

業内部の生産の組織性と社会的生産の無政府性との矛盾が独占価格の決定によ

ってどのような方向に発展するかをみるべきではなかろうか?

短期的な景気循環の一局面における恐慌の深刻化と長期的な構造的慢性的不

況とのこの混同にもとづいて，理論的にも一つの難点が生じた。すなわち， も

し氏が独占価格は資本の慢性的過剰の原因だと主張するとすれば国家の介入が

独占価格をますます強固に維持した場合，ますます慢性的な不況が進行しfJ:け

ればなるまい。しかるに，氏は一方で，同家の介入が独占価格を維持すること

を認めつつ，他方で，管理通貨制度，その他の国家の介入によって「資本の循

環Jが補強されると主張される。そこには国家の介入による不況の深刻化では

なく，資本の発展がある o

独占価格と資本の慢性的過剰を結びつけるこの考え方をつきつめてみると，

独占価格が慢性不況の原因なので，反独占的措置によって競争と能率をとりも

どすところに国家の役割があるとするニューディーラーたちの考え方に接近し

17) 向上， 22へージ。
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やすいのではなかろうか? 独占価格と国家独占資本主義の関係は，歴史的に

考察してみると「再生産ゆきづまり論」の主張するように，独占価格が資本の

慢性的過剰を生みだし，それにもとづいて国家の経済への介入が拡大し資本の

循環が補強され円滑化したというよりも，むしろ，独占価格の形成そのものが，

政府の物価統制をよびおこし，この物価統制が独占体の急速な発展を保障する

が故にこそ，恐慌期における激烈な過剰生産と，好況期における飛躍的発展の

条件が形成される正みる方が真実に近いとさえ思われるのであって，若干の典

型をとって，その聞の事情を追跡してみよう。

皿 独占価格と政府の価格統制(その1)

公益企業料金の統制問題

独占価格の形成と政府の価格統制の関係を歴史上もっとも早くから，しかも，

もっとも純粋な形で示しているのは，アメリカの公益企業統制の歴史である，.，。

その意味で独占価格と国家の介入の関係を論じる場合に公益企業料金の統制問

題を避けて通ることはできない。

いわゆる公益企業，電力，ガ月，鉄道，水道，電信，電話などの産業部門は，

その営業規模が大きし作業場や企業内部の生産，流通機構の組織性が，他の

産業部門よりも大きししたがって，企業内の生産の組織性と社会的生産の無

政府性との矛盾が大きかった。このため，公益企業にあっては，早くから過当

競争と，独占体の形成がみられ，独占段階九の移行期においては，これらの産

業部門は，いちはやく独占価格を設定し，地域住民から，著しい非難，攻撃を

浴びたのである問。

18) 公益企業統制に関するアメリカの教科書的叙述は，独占段階への移行期における料金統制を』
ほとんどつねに独占禁止法との対比において論じている。いわばz 公益企業は 独占が「自然独
占」として不可避的に形成されるのでj 他の産業のように価得競争を尋入Lて能率をとりもどす
ことはできず!統制によって抱率をとりもどすへきだと王張する。(例えば Garfield& Love]oy， 
Public Utility Ec倒俳句ics，1964， Part 1 北久一， r公益企業論」東洋経済新報社 などをみ
よ)。
19) アメリカの公益企業戒申lの発端には，農民の穀物輸送費引下げ運動，当時の農民運動の つ，
グレソジヤ←運動と結びついていた。
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他方，料金引下げ競争による過当競争は，力の言動、企業壱しばしば倒産にお

とし入れ，それによって，労働争議もまた激化しぺ企業の社会性ほ，労働組

合の社会性と団結権に有利に作用したために， この傾向は一層つよまったので

ある。

この過程が，独占段階への移行期にあたって，最も純粋にあらわれた7メり

カの公益事業統制史によれば，公益事業委員会による料金と営業活動の統制は，

鉄道の場合，独占価格に対する農民の不満，労働争議に対する経営者の対策，

独占体が新しい競争企業の侵入壱営業の独占権をうることによって阻止するな

どの動機がはたらいている。

公益企業料金統制の歴史は，料金決定に国家，または地方公共団体が関与し

ようとする場合，つぎの4ワ方面からの圧力を企業内部の生産の組織性の拡大

によって調和し，緩和することにむけられる。

(1) いわゆる顧客，または消費者，利用者の独占価格つりあげに対する反対

圧力。

(2) 労働者が賃金引上げのために，料金をつりあげようとする圧力。

(3) 株主が配当を多く得ょうとして料金をつりあげようとする圧)J。

(4) 新規の企業の参入が，料金を引き下げようとする圧力。

これら 4つの圧力に対処するためには，資本主義的商品生産と私的所有の

前提にたっ限り，株主の提供した資本を損わないことがあらゆる統制の基礎で

あり，まず過当競争壱防ぐための常業認可権の国家独占，および，原価を補償す

るに足り，かつ平均的な配当を保証するに足りる価格が設定される必要がある。

このベースの上に，企業の生産性向上によ与よい大きな矛山聞がえられたなら

ば，それを(1沖』金引下げの形で消費者へ， (2)賃金引上げの形で労働者へ， (3)配

当増加の形で株主へ，それぞれ還元すべきだとし寸議論が展開されることにな

ろう。

20) 例えばマサチュ一七ッツ川の鉄道争識は企業抗日~II の出発点をあたえてしる。(竹中龍雄， r公
益企業の経営」第4章怠照)。
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この過程にあっては，企業内部の生産の組織性に基礎をおく独占価格の設定

にともなう社会的諸階層の利害の対立を国家(または地方公共団体など)の介入に

よれ企業内の組織性をつよめる方向で対処することこそ事態の根本であり，統

制価格は，私的所有と商品生産の大前提である平均的な利潤の保障を基礎とし

た社会的諸階層の力関係者ー大企業の組織性の強の化方向で独占体に有利に展開

するための一種の協定価格としての性質をもたざるをえなくなる。だが，この

ような性質は，国家独占と独占価格の関係について，一つの問題を提起してくる。

それは，大間知氏が提起されたような「独占価格→不況の慢性化→国家の介

入]というジェーマではなくて， i独占価格→諸階層の利害対立→価格統制(国

家の介入)Jという形の展開がありうるとと，公益企業統制の歴史は，むしろこ

の展開を示しており，長期的には， この観点を重視すべきではないか? とい

う疑問である。この形式による国家の介入は， r慢性不況」を前提としなし、か
ら国家論の修正をしたり，経済政策の階級性を否定したりする必要は全くな

い。むしろ統制ほ，独占体の組織性の向上によって利潤を保障するために，営

業認可権を国家に独占し(競争者の耕し除)，料金決定権の国家独占によって原価，

平均干山間を保障した上で，消費者と企業の労働者の利品を対立させ，消費者に

は料金引上げを労働者の賃上げ要求のせいにするとともに，労働者には価格水

準を「合理化」の基準とすることによって独占体の経営を円滑ならしめる作用

を営むものである。

この結論によれば，慢性不況から国家の介入の不可避性壱説くのではなくて，

独占価格の設定が， 社会的な諸階層聞の利害対立を(独占体とその競争者，独占

体左消費者，独占体k労働者など〕激化させるが故にこそ， 例えば， 営業認可権

や，料令決定権の国家独占という形で，独占体の利潤保障と経営活動の円滑化

がはかられるにすぎない。いわば「国家の介入」というのは，私的独占体の営

業活動の個々の側面が，統制という形の国家独占の形態へと移行することであ

り，独占体の経営組織と国家的行政組織とが結びつくことを通じて，独占体の

利潤保障と経営体制維持がおこなわれることをいうのである。
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N 独占価格と政府の価格統制(その2)

一一兵器調達価格の決定問題

公益企業の料金統制問題が，いわばー産業部門における価格統制とその本質

壱最も純粋に示してい呂』すれば，国民経済全体E独占価格決定との関係を最

も典型的に示しているのは，兵器調達価格の決定様式であろう。

国民経済における兵器調達のウェイトが，きわめて高いアメりカ合衆国壱典

型にとれば兵器調達価格の決定は，入札制をとるにせよ，とらないにせよ，根

本的な原則は，原価プラス正当な報酬の保障である。この原則の上で，現実の

価格は，予算上の制約と，調達の際の兵器業者間の競争の組織による兵器産業

の合理化，コスト・ダウYの程度によって決定される。予算上の制約とは納税

者と政府の関係， および， 兵器調達部門と他の政府部門との競合関係， およ

び，兵器調達部門における官僚組織運営上の合理性(とくに，その部門の公務員

の能率)などによつて規定される 2町1わ〉

いわば，兵器調達価格は，兵器生産独占体の平均利潤補償を前提とした上で，

納税者と政府，政府部門内部の官僚勢力に占める調達部門のウエイト，調達庁

と公務員労働者，兵器産業の競争と企業の合理化にともなう労資の対立などに

よって規定されている。ここでも，兵器調達価格決定権の国家独占は，独占体

の利潤保障を前提とし，国家財政壱通じて，納税者，公務員，兵器産業労働者

の利害を対立させ，これによって，兵器産業の経営活動の円滑化と，国家活動

そのものの円滑化をはかつているのである。

兵器調達価格の決定は， 兵器生産独占体の国家市場への寄生の過程では，

「兵器独占体による独占価格の決定→財政に反映される諸階層の利害対立→調

達価格の決定」というプロセスを経る限りでは，公益企業における料金決定と

J 本質的に同じ性格をもっており，ここでも， i独占価格→慢性不況→国家の介

21) とれらの点については，池上悟， r国防予算制度の合理化とその現実的傾向J，r経済論叢1第
99巷第4号.(1967年 4月);向上， r国家独占による競争条件の創出と軍需調達制度の合理化J，
「経済論叢」第102巻第2号(1968年8月)。
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入」というじノヱーマではなくて， I独占価格→諸階層の利害対立→調達価格」

という形の国家狼占の強化が読みとれるのである。

独占体の経嘗組織と政府の行政組織との癒着，それによって企業内の組織性

の拡大による独占体への利h閏保障と，独占体及び，国家機関双方の活動の円滑

化をはかるという体制維持の強化がおこなわれることはいうまでもなし、。

もちろんのこと，かかる形式での国家独占の強化は，国家財政の危機がすす

むほど，独占体，国家と納税者，兵器産業労働者，競争的業者との矛盾をつよ

めるが故に，将来にわたって，より大規模な利害対立壱諸階層の聞に拡大再牛

産するであろうこ止は言うまでもないの

との点よりすれば，調達価格は，独占利潤の保障の上にたって，国家機関に

おける行政の合理化，兵器生産独占体における経営の合理化に対する一基準を

明示するものであって，単に，独占利潤をうるために，最大限の刺j閏を追求す

るといった一般的な規定にとどまるわけには決してゆかない性質のものであ

る。独占価格は，原価プラス平均的報酬を基礎として，諸階層の利害対立の程

度壱反映しつつ統制価格や調達価格に変容される。これち統制価格や調達価格

を「国家独占価格」と仮に名づけるとしよう。

この「国家独占価格Jは，独占体による独占利潤の追求に対して，独占体と

利害の対立する社会層の拾頭に対処しつつ国家が独占体の利潤保障と独占体と

結合した国家の体制維持をおとなう場合の価格である。

この価格は，独占体と国家による他の社会層への「合理化」への圧力をつね

に表現しており，統制価格の場合は，消費者へ料金値上げによる経営の合理化

と料金負担の圧力を，公益企業労働者には企業合理化による労働条件，生活条

件低下への圧力を表現している o また，調達価格の場合には，増税による予算

運営の合理化，行政整理による公務員労働者への合理化，兵器のヨスト・ダウ

ンによる兵器産業労働者への合p理化の圧力を表現している。

独占価格と国家独占との関係をこのように理解する場合には，独占価格の設

定をただちに慢性不況に結びつけ，再生産寺円滑ならしめるための国家の介入
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を説くのではなくて，企業内の生産の組繊性を高める「合理化」と，消費者や

納税者への負担を高める市場支配という三つの方向の庄力をたかめ，企業内の

生産の組織性と社会的生産の無政府性の矛盾を企業内の生産の組織性を高める

方向でかえって拡大する手段として国家の価格決定への介入過程を理解すると

とができるのである。資本主義社会の再生産は，つねに，この企業内の生産の

組織性と社会的生産の無政府性の矛盾壱通じ，たえざる動揺をくり返しながら

進行するが，再生産全体が，慢性不況状態におち入り， いわゆる「自動回復

力」が喪失することはありえない。問題は，国家の介入が独占体の組織と国家

の組織性の結合によフて企業内の生産の組織性をつよめ(企業内の合理化)， 社

会的生産の無政府1生から不可避的にでてくる独占体と他の社会層との矛盾壱，

企業内の生産の組織慌の強化による他の社会層の負担と犠牲において(例えば，

独占価格水準へのテコ入れ，国家統制としづ名の固定化によって)克服する方向がつ

よまるというにすぎない。

V 独占価格の本質とインフレーションの役割

ところが上述のように考えてくると， 実は， 独占価格そのものが， 単に，

プノレ・コスト原則にしたがって，原価プラ九平均的報酬壱うけとるという意味

や，消費者に独占価格をおしつけてそれを収奪する，とし、う意味だけではなく

て，独占体の企業内部での労働者に対する合理化の基準として大きな意味をも

っていること，だが，独白体の経営危機によって，一方では，労働者が企業の

合理化をうけ入れなくなれ他方では，消費者が独占価格をうけ入れなくなっ

たときにこそ国家による独占価格の補強がおこなわれることがわかる。

すでに管理価格についてのいくつかの研究が実証しているように，目標利潤

の設定によって，企業の合理化をおこなしV 生産性向上運動の一基準とするこ

とはひろ〈おこなわれており，この考え方を製品単価におきなおして考えてみ

ると，独占価格の決定そのものが，企業合理化の結果であると同時に，目標に

転化してくる。まさに独占価格とは，生産の集積，集中と独占的協定による市
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場支配力によって，原価プラ月平均的報酬の上に3 企業合理化と，

の追加的フ・レミアム獲得の基準壱っくりだす市場価格であり，企業内の労資の

力関係と，市場における消費者の力によって制約されるが故にこそ，経営危機

の時代にあっては国家独占価格に転化せざるをえない市場価格なのである。

-戸り
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すでに述べた調達国家独占価格の形態には，独占価格のこの本質からして，

金準備の国家独占，免換停止にも価格や，統制価格の他に，公信用の動員と，

それがとづくイ Y フV-'VョY価格があげられる。イ y フレ-'，/ョ y価格も，

調達価格と本質的に異なるところはな財政需要の膨脹壱反映している限りは，

その資金を赤字い。例えば，価格差補給金などの形で国家が補助金を交付し，

tと公債などでまかなう場合には，基本的には，調達価格と同じことがし、える O

だ，赤字公債を想定すると赤字公債の累積が，租税収入の増大テソポをはるか

国家に対する信用を支える要因がない場合(例えば外貨借入など)に上まわり，

海外資産への投機がおと

り，紙幣に対する信用の低下，破滅的イ γフレージョ yによって，企業経営そ

のものの危機が激化するおそれがつよまる点がちがうだけである。兵器調達の

貴金属への投機，公債から土地や，紙幣や，Fこは，

資金も租税でなく，赤字公債に頼るようになれば，これと同じ結果が得られる。

破滅的イ Yフレーショ Yを防止しつつ，しかも，独占価格を公信用の膨脹に

よって支えてゆくためには，対外関係を捨象するとすれば，追加的徴税， また

は，企業合理化による価格高騰への歯どめが必要である。この次元ではs 労資

また，独占体と消費者の矛盾の拡大とともに「賃金と

物価の悪循環」防止というイデオロギーによって，国家的賃金統制による企業

の対立の激化とともに，

内合理化への組J織的反作用が「所得政策」などの名目によっておとなわれよう

とするのはこのためであり， 独占価格の国家的ささイY フレージョ γ価格は，

えであるのみならず，賃金統制への発展の不可避性をもその中に秘め口、ると

さえいえるのである。

プノレ・コスト原則だけに結

びつけることに反対して，それ自体が，企業内部への階級的対立と，市場におけ

私IL独占価格を単なる停滞や生産制限，以上，
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る独占体と消費者の矛盾，独占体の他の資本との競争の反映であること，この

矛盾が私的独占の企業内の組織性のみでは解決しえなくなったからこそ，国家

組織と私的独占の組織との癒着がおこれ企業内の組織性が強化され，それに

よって私的独占から国家独占へ(独占価格から国家独占価格へ〉の転化がおこった

ことを論証しようとした。この転化は，一方では，独占体への独占利潤の確保を

もたらし，他方では，独占体の経営内外への合理化基準を強化したことによっ

て独占体と困家機関双方の支配体制を維持する役割を果たした。だが同時に，

土り大規模な対立関係が，同家的見ケーノレで展開きれる条件がとれによってよ

り完全に整備され，一方からは，高物価や追加的増税に反対する勢力が，他方

では経営や国家機関の合理化に反対する勢力がともに拾頭するならば，国家独

占資本主義がし、かなる運命にたち至るかはきわめて明確であると思われる。

刊おわりに

慢性不況から国家の介入の必然、性を説き，剰余価値実現の困難=市場におけ

る実現の困難から国家独占資本主義の必然性を説く場合，それが「再生産ゆき

づまり論」の立場から説かれるならば，それはやはり，新版ナロードユキ主義

であり，ローザ主義であることを免れないように思われる。国家なくして再生

産がありえないような資本主義を想定するならば，経済的国家を抽象的に，階

級闘争や諸階層の利害対立を抜きにして論ぜざるをえないことにな'J.土台と

上部構造の相互作用としづ史的唯論の若本的命題が十分に展開されない。これ

はやはり社会化論的国家独占資本主義論の歩んだ道であるo

国家独占資本主義は，全般的危機り歴史的諸条件の基礎上で，私的独占から

国家独占へと独占の主要な形態が変化しつつある独占資本主義であると主張し

てきた私は，独占価格の問題を手がかりとして.i再生産ゆきづまり論」を事実

にもとづいて批判しようと試みた。その要点は， ミーνズの管理価格論が大間

知氏の理論的展開の一つの出発点なのであるが，私的独占から国家独占への転

化を何格商において取り扱う場合，公益企業の料金統制を兵器調達価格の問題
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は避けて通れないのではないか，という疑問であり，ここからして，国家独占

の発展は，慢性不況→国家の介入という短期的な，または，景気の一局面に重

点をおいてみるべきでなく，慢性不況と飛躍的高揚の突替過程を長期的にみた

場合には独占価格の国家独占価格への転化過程が独占価格と国家独占資本主義

論にとってより重要ではないかという設問であった。独占価格が慢性不況壱も

たらすから国家が介入して資本(一般，または総資本)の循環を補強するので

はなく，独占価格が，独占体の企業内の生産の組織性と社会的生産の無政府性

との矛盾を激化し，激烈な恐慌と飛躍的高揚をもたらすが故に，企業内部の生

産の組織性を国家的行財政組織との癒着によってつよめる方向で階級的，また

は競争的な矛盾を克服しようとする志向がつよまらざるをえないのである。こ

こに，独占価格の国家独占価格への転化の本質があるというべきであろう。

このことは，大間知氏の書物が全体Jとして階級的対立の問題にふれていない

とか，それに類することをいいたいためではないの氏の書物は，独占価格→慢

性不況→国家の介入という'Y;IOーマに関する部分を除けば，きわめて豊富な国

家独占の諸形態を展開し，事実上，私的独占から国家独占への転化過程を正し

く説明している。また，過剰な商品を処理するための独占体の販売政策や，企

業内の合理化政策にもふれている'"。 しかし，それにもかかわらず，氏の理論

の根本的な柱の一つに「再生産ゆきつまり論」の残淳をみたため，国家独占資

本主義論における独占価格論の位置づけの問題として民の問題提起を別の角度

から展開しなおしてみたにすぎない。

ZZ) 大間知民， JÌ~画書， 36-37ベージ。


